
定例庁議次第 

令和７年５月１３日 

役場２階第１会議室 

１．開　会 

　　 

２．挨　拶 

　　 

３．審議事項 

　なし 

 

４．報告事項 

　なし 

 

５．議案事項 

　(1)　吉岡町防災会議条例の一部を改正する条例について 

　　　　　　　　　　　　　（総務課　小林課長）【資料番号１】 

 

　(2)　吉岡町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例の一部を改正する

条例について　　　　　　　　　　　　　　　（企画財政課　齋藤課長）【資料番号２】 

 

　(3)　吉岡町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例について　　　　　　　　　　　　（健康福祉課　一倉課長）【資料番号３】 

 

　(4)　吉岡町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例について　　　　（健康福祉課　一倉課長）【資料番号４】 

 

　(5)　吉岡町税条例の一部を改正する条例について 

（税務会計課　福島課長）【資料番号５】 

 

６．その他 

　　 

 

 

７．閉会 
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様式第２号（第４条関係） 

５月１３日　庁議提出案件【概要説明書】 

●内　　容【３．議案事項（１．議案）】 

〇公　　開【１．公開】 

〇公開時期【１．庁議後】 

〇概要説明【１．要】 

付議者　課長　小林　康弘 

【議案名】 

　　　議案第３３号　吉岡町防災会議条例の一部を改正する条例 

 

【提案理由】 

　　地域防災に関する事務と水防に関する事務を一体的に執行するため、吉岡町水防協議

会を廃止し同事務を吉岡町防災会議に引き継ぐに当たり、吉岡町防災会議条例の所掌事

務について、所要の改正を行うもの。 

 

【概　要】 

１　吉岡町防災会議の所掌事務（第２条関係） 

　　吉岡町防災会議の所掌事務に吉岡町水防計画の作成及び実施の推進を加えるもの。 

 

２　施行期日等 

（１）施行期日等（附則第１項関係） 

　　　公布の日 

 

（２）吉岡町水防協議会条例の廃止（附則第２項関係） 

　　　吉岡町防災会議条例の改正により、吉岡町水防協議会の事務は、吉岡町防災会議に 

引き継がれることから、本条例を廃止するもの。 

 

（３）吉岡町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正（附 

則第３項関係） 

　　　吉岡町水防協議会条例の廃止に伴い、別表水防協議会顧問の項、水防協議会参与 

　　の項及び水防協議会委員の項を削除するもの。 

 

【上程予定】 

　　令和７年第２回定例会

資料番号１

2



様式第２号（第４条関係） 

５月１３日　庁議提出案件【概要説明書】 

●内　　容【３．議案事項（１．議案）】 

〇公　　開【１．公開】 

〇公開時期【１．庁議後】 

〇概要説明【１．要】 

付議者　企画財政課長　齋藤　智幸 

【議案名】 

　　　議案第３４号　吉岡町長期継続契約を締結することができる契約を定める

条例の一部を改正する条例 

 

【提案理由】 

　　経済情勢の変化に伴い長期的に契約した方が費用面の観点から有利となると考えられ

るリース等の取扱いを拡大するとともに長期継続契約を締結できる契約事項に関し整理

するため、所要の改正を行うもの。 

 

【概　要】 

１　長期継続契約を締結することができる契約の整理及び追加 

　(1)　電算機器に関する賃貸借契約とその運用・保守管理を統合し一つの号とするもの。

（新第２条第１号関係） 

　(2)　事務用機器と車両に関する賃貸借契約とその運用・保守管理をもって一つの号とす

るもの。（新第２条第２号関係） 

　(3)　施設の設備機器に関する賃貸借契約とその運用・保守管理をもって一つの号とする

もの。（新第２条第３号関係） 

　(4)　「翌年度にわたり経常的かつ継続的な役務の提供を受ける契約で、毎年度当初から

役務の提供を受ける必要があるもの」と称し、改正前にあった、庁舎、施設等の警

備及び清掃に関する業務委託契約に加え、庁舎、施設等の案内、受付及び電話交換

に関する業務委託契約を新たに加えるもの。（新第２条第４号関係） 

 

２　契約期間の拡大（第３条関係） 

　　施設の設備機器に関する賃貸借契約とその運用・保守管理に関し５年から１０年に拡

大するもの。 

 

【上程予定】 

　　令和７年第２回定例会 

 

資料番号２
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様式第２号（第４条関係） 

５月１３日　庁議提出案件【概要説明書】 

●内　　容【３．議案事項（１．議案）】 

〇公　　開【１．公開】 

〇公開時期【１．庁議後】 

〇概要説明【１．要】 

付議者　健康福祉課長　一倉　哲也 

【議案名】 

　　　議案第３５号　吉岡町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

【提案理由】 

　　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）

の改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

【概　要】 

１　家庭的保育事業者等の連携協力項目の見直し 

（1）家庭的保育事業者等が保育所、幼稚園又は認定こども園との連携によって適切に確保

しなければならない連携協力項目のうち、保育の内容に関する支援については、保育所、

幼稚園又は認定こども園以外の保育を提供する事業者から確保することも可能とする

もの。（新第６条第２項及び第３項関係） 

（2）代替保育について、市町村長が代替保育に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認めた場合には、連携施設の確保を不要とすることを可能とするもの。（新第６条第４項

関係） 

 

２　経過措置の延長（附則第３条関係） 

　　連携施設を確保しないことができる経過措置の期間を、令和１２年３月３１日まで延 

長するもの。 

 

３　技術的改正 

（1）条項ずれ対応（新第６条第５項から第７項関係） 

本条例の改正に伴う条項ずれ対応を行うもの。 

（2）字句の整理（新第６条第１項、第４項及び第５項関係） 

　　その他字句の整理を行うもの。 

 

４　施行期日等 

　　公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用するものとすること。 

 

【上程予定】 

　　令和７年第２回定例会

資料番号３
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様式第２号（第４条関係） 

５月１３日　庁議提出案件【概要説明書】 

●内　　容【３．議案事項（１．議案）】 

〇公　　開【１．公開】 

〇公開時期【１．庁議後】 

〇概要説明【１．要】 

付議者　健康福祉課長　一倉　哲也 

【議案名】 

　　　議案第３６号　吉岡町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

【提案理由】 

　　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の改正に伴い、所要の改正を行うも

の。 

 

【概　要】 

１　家庭的保育事業者等の連携協力項目の見直し 

（1）家庭的保育事業者等が保育所、幼稚園又は認定こども園との連携によって適切に確保

しなければならない連携協力項目のうち、保育の内容に関する支援については、保育所、

幼稚園又は認定こども園以外の保育を提供する事業者から確保することも可能とする

もの。（新第４２条第２項及び第３項関係） 

（2）代替保育について、市町村長が代替保育に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認めた場合には、連携施設の確保を不要とすることを可能とするもの。（新第４２条第４

項関係） 

 

２　経過措置の延長（附則第５条関係） 

　　連携施設を確保しないことができる経過措置の期間を、令和１２年３月３１日まで延 

長するもの。 

 

３　技術的改正 

（1）条項ずれ対応（第７条第２項、第３７条第１項、新第４２条第１項及び第４項から

第１１項関係） 

本条例の改正に伴う条項ずれ対応を行うもの。 

（2）字句の整理（第３７条第１項、新第４２条第１項、第４項及び第５項関係） 

　　その他字句の整理を行うもの。 

 

４　施行期日等 

　　公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用するものとすること。 

資料番号４
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【上程予定】 

　　令和７年第２回定例会
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様式第２号（第４条関係） 

５月１３日　庁議提出案件【概要説明書】 

●内　　容【３．議案事項（１．議案）】 

〇公　　開【１．公開】 

〇公開時期【１．庁議後】 

〇概要説明【１．要】 

付議者　税務会計課長　福島　良一 

【議案名】 

　　　議案第３７号　吉岡町税条例の一部を改正する条例 

 

【提案理由】 

　　地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律

第７号）の施行に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

【概　要】 

１　公示送達（第１８条関係） 

　　公示送達について、インターネットを用いる方法の定義を示した省令改正に伴う改正

を行うもの。 

 

２　町民税の所得控除の追加（第３４条の２及び第３６条の３の２関係） 

　　町民税の所得割の納税義務者が、生計を一にする年齢１９歳以上２３歳未満の親族等

で、控除対象扶養親族に該当しないものを有する場合には、その納税者の前年の総所得

金額等から所得に応じて３万円から４５万円までの控除を追加するもの。 

 

３　加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例（附則第１６条の２の２関係） 

　(1)　加熱式たばこの課税方式の見直し 

　　ア　スティック型の加熱式たばこの重量０．３５ｇは、紙巻きたばこ１本の本数に換

算するもの。 

　　イ　スティック型以外の加熱式たばこの重量０．２ｇは、紙巻きたばこ１本の本数に

換算するもの。 

 

４　技術的改正 

(1)　規定の整備対応 

　　施行規則第１条の８第１項の改正による条例第１８条の改正に伴う規定の整備を行

うもの。（第１８条の３関係） 

　　　特定親族特別控除の創設に伴う、公的年金等受給者の個人住民税申告義務に係る規 

定を整備するもの。（第３６条の２関係） 

　　　特定親族特別控除の創設に伴う公的年金等受給者の扶養親族等申告書に係る申告事 

項を整備するもの。（第３６条の３の２関係） 

資料番号５
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　(2)　字句の整理（第１８条の３、第３４条の２、第３６条の２第１項及び第６項並びに

第３６条の３の３、第５１条第１項第５号及び第６号関係） 

　　　その他字句の整理を行うもの。 

 

５　施行期日等 

(1)　施行期日（附則第１条関係） 

　　ア　令和８年１月１日（第３４条の２、第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３

の２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに附則第３条の規定

関係） 

　　イ　令和８年４月１日（附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第６

条の規定関係） 

　　ウ　地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に

掲げる規定の施行の日（第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定） 

 

(2)　公示送達に関する経過措置（附則第２条関係） 

　　　第１８条の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達につい

て適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例による。（第１８条関係） 

 

(3)　町民税に関する経過措置（附則第３条関係） 

　　　新条例第３４条の２及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の

年度分の個人の町民税について適用し、令和７年度分までの個人の町民税については、

なお従前の例による。 

　　ア　改正前条例第３６条の２町民税の申告等に関する経過措置 

　　イ　改正前条例第３６条の３の２個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族当申告書

に関する経過措置 

　　ウ　改正前条例第３６条３の３個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申

告書に関する経過措置 

 

(4)　たばこ税に関する経過措置（附則第４条関係） 

　　　条例附則第１６条の２加熱式たばこに係る町たばこ税の課税標準の特例に関する経 

過措置 

 

【上程予定】 

　　令和７年第２回定例会
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